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１．研究の目的及び方法 

１－１．本研究の目的 

世界的な留学交流時代を迎え、国際交流会館の持つ

国際交流機能や地域社会の国際化促進といった役割

に期待が高まっている。 

前項1では、留学生宿舎の現状について報告し、特

に日本学生支援機構（以下JASSO）が所轄する国際交

流会館の建築計画的分析を行った。 

本稿では、1983年の「留学生受入れ10万人計画」2の

発表から、その達成（2003年）までの20年間を対象と

して、大学及び公益法人等の留学生宿舎の整備戸数を

明らかとする。 

１－２．研究の方法 

 まず「留学生受入れ10万人計画」（以下、10万人計

画）が設定した留学生数、宿舎整備戸数の数値目標を

確認する。次に、実際の留学生数及び宿舎整備戸数に

ついて、各年度の『我が国の留学政策の概要』より整

理する。そして、数値目標と実際の整備戸数について

検証を行う。 

 

２．留学生受入れ10万人計画 

２－１．留学生数の目標値 

10万人計画では、1990年頃にイギリス、西ドイツ並

み（当時、各国とも約５万人台）、21世紀初頭にはフ

ランス並み（当時、約12万人）の留学生を受け入れる

ことを目標とした。（Fig.1） 

10万人計画の計画期は、18歳人口が減少傾向に転ず

ると見込まれた1992年を境とし、1983年から1992年ま

でを前期、1992年から2000年までを後期とされた。各

計画期の目標は、以下のように整理できる。 

前期：受入れ態勢、基盤の整備に重点。国費留学生

を私費留学生受入れの牽引力と考え、充実に

努める。 

後期：受入れ態勢、基盤の整備の上で、受入数の大

幅増を見込む。18歳人口が減少に転じ、前期

に比べ留学生受入れが容易になる。 

加えて、国費留学生と私費留学生（外国政府派遣留

学生を含む）の割合が10万人受入時において1：9程度

とすることも提言された。 

２－２．宿舎数の目標値 

 10万人計画では、留学生の宿舎の形態として、民間

アパート等を除いて３種類に分類された。（Fig.2） 

・ 大学附設留学生宿舎とは、留学生専用もしくは若

干の日本人学生も居住できる学生寮である。 

・ 大学附設一般学生宿舎とは、一般学生寮であり、

いわゆる「寮文化」の中に入る留学生もあった。 

・ 民間等留学生宿舎とは、公益法人等が経営する留

学生宿舎の他、公営住宅及び公団住宅への入居、

また企業社宅への入居も含まれる。 

 計画の特徴として、全計画期間を通して公益法人の

宿舎への入居者数を大幅に増補する計画が立てられ

たことが分かる。計画完了時には、公益法人への入居

者数が、大学附設留学生宿舎と一般学生寮への入居者

数と同数にする計画であった。また1992年の時点で、
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民間アパートへの入居率を60％に抑え、2000年まで維

持する計画であった。 

 

３－１．実際の留学生数 

 実際の留学生数は、1992年の時点では目標値を上回

ったが、1990年代に５万人台で伸び悩み、2000年の時

点で64,011名であった。その後、入管法改正（2000年）

及び中国での高等教育機関の不足などを背景に、我が

国の留学生数は一挙に増加し、2003年には10万人を達

成した。（Fig.3,4）3

 実際の留学生数の特徴を以下のように整理した。 

・1983－1990年：留学生数は、10,428名から41,347

名に増加した。特徴として、各年の増加率は110％

超を保持したことがあげられる。 

・1990年代：留学生数は５万人台を推移し、10年間

の平均増加率は106.34％であった。96年と97年に

は私費留学生の減少により、留学生数が減少した。 

・2000－2003年：この４年間で留学生数は約５万人

増加した。平均増加率は、118.44％であった。 

３－２．留学生宿舎の整備状況 

 実際の整備状況を計画と比較すると、以下のように

整理できる。（Fig.5） 

・ 民間アパートへの入居率は、平均70％台を推移し

た。1998年から2000年にかけて60％台となったが、

それは私費留学生数の減少と相関すると考えら

れる。 

・ 公益法人等が設置する留学生宿舎を大幅に増設

することができず、2003年の時点で6.7％に留ま

った。 

・ 学校が設置する留学生宿舎は、継続的に増加した。

この要因として、前期には国立大学への予算配分

が集中的に行われ、後期には私立大学による独自

の設置が行われたことがあげられる。 

 

４．結論 

我が国は1983年より、政策として、留学生受入れ数

の増加を図った。この20年間における留学生宿舎の建

設経緯について、以下のように整理ができる。 

① 1980年代には、日本の大学には、世界から高等

人材を確保するという意識は薄く、政府主導で

留学生受入れ推進施策がなされた。宿舎の整備

計画においても、政府予算の支出しやすい公益

法人等が整備する留学生宿舎及び国立大学へ

の留学生宿舎の建設に重点が置かれた。特に留

学生数の多い都心部の国立大学の近郊に整備

された。 

② 前項で明らかにしたように1990年代前半には、

留学生の都市部から地方へと分散させる政策

が推進され始めた4。1990年代中頃からの国立

大学留学生寮の増加は、地方国立大学への整備

である。 

③ 2000年に前後して、学生数の低減によって私立

大学による留学生受入れ数が急増した。それに

相まって留学生宿舎が整備された。 

今後の課題として、各年代の設置主体別に宿舎の

建築計画的分析を行う。 
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